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Ⅰ．はじめに
　本論文においては、都市部民間借家の空き家
を中心的な研究対象として、空き家がどのよう
に存立し、どのように空き家が変わってきたの
かを明らかにする。空き家が増え、そのイメー
ジも多様に生産されている現在において、住宅
政策の動向だけでなく住宅政策研究の蓄積と関
連して理解しつつ、空き家がどのように変わっ
てきたのかという視点が重要だという問題提起
を行う。
　本論文の中心的な素材となる８回にわたる空
き家実態調査は、必ずしも比較可能性が前提で
きるとは言い難い素材であるため、実証性や体
系性からはきわめて制限があるあるものの、住
宅の質と家主の諸属性という２つに着目する。
前者においては傾向的な住宅の質向上および住

宅の型による住宅の過剰が空き家の変容を規定
する一方、後者においてはくいつぶし経営とそ
こからの差異化を検討することで、この家主の
諸属性が住宅供給に影響を与えている可能性を
指摘する。
　現在、空き家についての議論が、公共政策や
住宅関連の研究者のみならず、雑誌やweb上に
おいても盛んに議論されるようになっている。
しかし、住宅政策研究を専攻する筆者にとり、
空き家をどのように研究するべきかについては、
必ずしも明確なビジョンがあるようには思われ
ない。
　５年に１度行われている、最も大規模で継続
的な住宅関連調査である総務省統計局『住宅・
土地統計調査』によれば、表１にある通り、全
都道府県で住宅数が世帯数を上回った1973年以
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表１　空き家の傾向的上昇(総務省[2015a: 2]) 
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降、全住宅に占める空き家の割合によって求め
られる空き家率は、傾向的に上昇し続けている。
　このような空き家の増加を背景として、国土
交通省は1990年代後半から市場原理重視と既存
ストック活用ということを主張するようになり
(建設省[1995])、特に近年では、空き家特措法
(空家等対策の推進に関する特別措置法)が2014
年に成立した。しかしこれは、建物の倒壊など
により道路を塞いだり、防災上問題が生じたり
する可能性がある住宅を対象としており、空き
家への介入としては消極的なものである。
　対して、積極的に空き家活用を推進しようと
する政策もある。2017年４月19日に成立した改
正住宅セーフティネット法(正式名称は「住宅
確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に
関する法律の一部を改正する法律」、以下「改
正法」と呼称する)にあっては、住宅政策とし
ての空き家活用という方向性が提起されている。
一方で人口減少社会はいずれ世帯総数の減少に
帰結し、他方で空き家は傾向的に増加するので
あるから、人(世帯)と空き家(住宅)をマッチン
グすれば、社会問題としてのハウジングプアも
空き家も解決する、一挙両得な政策として理解
される。週刊誌においては(毎日新聞出版社
[2017])、表紙タイトルに「ハウジングプア」と
書かれ、その脇には「空き家予備軍ランキン
グ」と書かれていることから、そのような問題
設定が俗耳に入りやすいものとなっている。

Ⅱ．問題設定
Ⅱ.1．先行研究
　こうした政策動向とも関連して、空き家につ
いて議論する書籍・記事は多くなっている。空
き家を積極的に活用するという主張もあれば、
空き家が社会問題として社会にとっての損失に
なるという主張もあるが、ここで重要なのは空
き家についての是非ではない。空き家がどのよ
うに生じ、どのようにそれが存立しているのか

を明らかにすることであろう。
　その点、中心的な議論の場はジャーナリステ
ィックなものにとどまっており、それらは空き
家の正確な認識にとって資するものではあるが、
いまだアカデミックにとって十分な質が担保さ
れた議論のようには思われない。約７件に１件
が空き家になっており、傾向的には増えること
はあっても減ることはないのだから、空き家が
社会問題であることはおそらく論を待たない。
したがって今私たちが考えるべきは、空き家を
そもそもどのような方法によって研究するのか、
空き家研究をどのような研究に位置づけるのか
という提起である。
　先行研究において度々指摘されているが、空
き家が増えるのにはいくつかの原因があるとさ
れている。第一に、非住宅地への住宅供給の拡
大である(野澤[2016: 11])。都市計画にあっては、
いわゆる線引きと色分けという考えがあり、前
者は市街化区域と市街化調整区域という開発を
許可する基準によって区域区分をすることであ
り、後者は住居地区・商業地区・工業地区を基
に12区に用途地域を指定することである。元々
住居地区でなかったところが、都市計画の規制
緩和によって、住宅供給が可能となり、その結
果住宅も増えているという指摘である。
　第二に、税制との関係である。民間借家を建
てることによって、税制優遇が利用可能となる。
というのは一般論としては、更地・空き地にし
ている場合に比して、上物があることにより、
固定資産税や都市計画税が減税されることにな
る。その上で、相続に際しては、民間借家を建
てるための借入金によって相続額が減少するた
めに累進性が緩和されるとともに、小規模宅地
等の特例という制度によって相続税も減額され
ることになる。
　これらの知見には筆者も多くを学んでいるが、
本論文では、どのように空き家の質が変わった
のか、そしてそれは家主の性質の変化が関わっ
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ているのか、を中心的な問いとしたい。このよ
うに考えるのは、これまでの問いを立てなおす
必要があるように思われるためである。
　第一に、空き家が増えてきたことそれ自体は、
すでに政策主体としても研究者・ジャーナリズ
ムによっても指摘されているため、どう増えた
のかを問うことに新規性を付与するのは困難で
あろうと思われる。そこで、これまでの空き家
調査をたどることで、空き家がどのように変化
してきたのかを明らかにしたい。
　第二に、近年の研究においては、都市計画や
交通アクセスなどに関連して、立地から空き家
を解こうとする研究が増えているように思われ
る(国土交通省[2006]，板野[2015])。立地からの
空家アプローチは、近年のコンパクトシティあ
るいは立地適正化計画など、都市縮小のコンテ
キストに適合的であろうと思われるが、筆者と
してはこれを空き家スペックおよび家主の性質
という視点を提起する。というのも、立地にし
ても税制にしても、それらが重要であることは
いうまでもないが、供給主体でもあるところの
所有者が、住宅供給あるいは管理の点でそれら
の諸要素をどう考慮するのかという領野がブラ
ックボックスのままでは、政策的インプリケー
ションが明らかにならないと思われるためであ
る。

Ⅱ.2．理論
　したがって本論文においては、家主と住宅と
の関係を理論的規定としたい。住宅政策研究に
おいて家主について蓄積されてきたツールがく
いつぶし経営概念であり、またそれと併せて空
き家の理解にとって重要と思われるのが、住宅
階層論である。
　第一の研究方針は、住宅階層概念の導入であ
る。これは、空き家が生じる住宅市場の特性を
明らかにすることを通じて、翻って住宅市場の
問題性を明らかにすることである。住宅階層と

は、日本住宅公団の設立に際して西山夘三研究
室に当該住宅の需要層の設定と予測について依
頼されたことがきっかけとなって、西山夘三が
展開した議論である(住田 [2007: 53])。住宅階層
論は、住宅市場が複数の住宅の型から成り立っ
ており、その型の総体として住宅市場を見ると
いう発想である。
　ここにおいて住宅の型は、相互に重複したも
のとして存在し、そうであるがゆえに競合・代
理・補完などの関係を取り結んでおり、それは
需要(居住者)―住宅(住宅および住宅地)－供給
(企業)というそれぞれが関わり合いつつもそれ
ぞれ3つの階層性として現れる。具体的には、
個人注文持家、建売住宅、公共借家、民営借家、
給与住宅という型において理解され、その課題
としては、型区分を質的・量的に明確にしたり、
型編成の変化の方向を予測したり、その中にあ
る発展の法則を明らかにしたりすることが挙げ
られている(三宅[1985: 82-86])。
　第二の研究方針は、くいつぶし経営である
(森本[1976])。くいつぶし経営とは、高度経済
成長が終わり、農村から都市に流入する人口が
減少するとともに、住宅の質が問題になったと
きの住宅調査の成果に基づいている。つまり低
品質(・低家賃)である民間賃貸住宅を建て替え
ようとしても、実際には建て替えが困難である
理由は、家主が利潤をくいつぶしても経営をや
めず、住宅市場から撤退しないからであった。
高齢所有者かつ兼業経営として営まれる貸家経
営は、家賃収入が主たる収入ではないがゆえに、
専業経営に比して利潤圧迫の可能性を有するの
みならず、それ自身が生活保障的位置づけを持
ったため、家主にとってくいつぶし経営に一定
の合理性があった。また、このようなくいつぶ
し経営が借家市場においても一定のシェアを有
していたために、非くいつぶし経営もくいつぶ
しへの傾向性を持たざるをえなかった。
　ここから理論的仮説は以下のようになる。第
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一に、空き家が生じているのは、民間借家市場
において、ある特定の住宅階層において競合・
重複する住宅型が過剰供給されているからでは
ないかというものである。第二に、家主の諸属
性・行動様式によるくいつぶし経営のために住
宅供給が規定されるが、家主の変化そのものに
よって住宅供給もまた変化しているというもの
である。

Ⅱ.3．研究対象と素材
　本論文の基本的対象は、都市部にある借家に
限定する。第一の理由は、現行の住宅政策との
関係からである。これから実施される改正住宅
セーフティネット法にあっては、借家の空き家
を対象として、かつ都市部を中心とした住宅確
保要配慮者への施策として、住宅政策とするこ
とが掲げられているため、政策の実行可能性と
いう観点から対象を空間的・所有形態的に限定
する。
　第二の理由は、地域差と空家理由である。空
き家の内訳は、賃貸用住宅・売却用住宅・二次
的住宅(別荘やセカンドハウス)があるが、それ
以外に建築中・一時的にのみ居住のものは、空
き家ではあるが空き家の分析の対象とはなって

いない。ただ、市場に出されてもおらず・二次
的利用でもないものを「その他」と呼ぶが、下
記の表２に示されているとおり、都道府県別で
見たときに、別荘が多い３県(静岡・長野・山
梨)を除けば、人口の多い地域では住宅市場に
出ている割合が高く、人口の少ない地域ではそ
の他に該当するものが相対的に多いことが確認
されている(米山[2012: 31])。「その他」カテゴ
リの存立にもおそらく複数の理由が考えられる
が、それは民間借家の存立からも理解するとこ
ろがあると思われる。
　空き家の文献は、大きくは政府統計に基づく
ものと、近年のジャーナリスティックなものと
に大別できるように思われる。前者の空き家調
査は、建設省・国土交通省が1980年から約5年
に１度、最新の2014年まで計８回行われている。
　なお最新版は2014年のものであるが、これは
本論文では素材から除く。というのも、これま
でとは異なり、全国の戸建て住宅のみを対象と
しているためである。都市部の借家の空き家を
対象とする本論文にとり、これまで都市部に限
定してきた対象地域を全国に拡大しているとい
う空間的意味でも、民間借家はほとんど共同住
宅であるという所有形態と建て方との関係的な

表２　全国の空き家内訳(単位：％。総務省[2015b: 第39 表]より筆者作成) 

( ) 
8195600 5 52.4 3.8 38.8 

表３　本論文で用いる空き家調査

1980 1980  
1986 1986  
1991 1991  
1998 1998  
2002 2002  
2006 2006  
2010 2010  
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意味でも、2014年版の比較可能性を前提として
議論するのは困難だと考える。したがって、前
ページの表３の通り、７調査を中心に議論をし
ていく。
　空き家調査は、報告書の中でも指摘されてい
るとおり、空き家を主たる調査対象とした調査
である。既に見た『住宅・土地統計調査』は、
世帯と居住者のいる住宅とを中心としたもので
あり、空き家は概略的把握に留まる。それに対
して下記調査群は、空き家そのものの住宅特
性・住環境特性に関しては最も大規模で詳細な
調査と言える。
　調査について言及する前に定義を確認してお
く。空き家の定義は、調査時点で居住者が恒常
的にはいないものを指す。このため、実際には
空き家となっている期間が、１カ月という短い
ものも空き家とカウントされてしまうため、本
来的には空き家であった期間(空き家になった

時期から空き家でなくなった時期)のラグが生
じてしまうことが指摘されているものの(日本
住宅総合センター [2011: 138])、本論文の作業
にあってはその論点に言及しない。
　まず調査の基本的事項について説明しておき
たい。第一に、調査の流れである。調査年の直
近でなされた国勢調査の調査区単位を基に、表
４に示されたとおりの対象地域を設定し、各市
区の住宅総数に応じた無作為抽出を行う。これ
によって建物を巡回して、すべての住宅を把握
する悉皆調査である。住宅調査に際しては、調
査名簿を作成し、居住者のいない空き家リスト
を基に、外観調査および空き家所有者への調査
を行う。双方ともに調査票に記入していく形式
をとったが、後者については、所有者への面接
調査、それが難しければ留め置き調査を行った。
　次に、これら調査を素材として扱う上での留
意点である。それは主として、各調査の比較可

表４　対象地域

1980  5 53
8  

1986  5 58
8  

1991  5 63
8  

1998  5 5
8  

2002  5 ( 5 )
10 8

2006  
50

50 ( )
70  

2010  
40  
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能性である。まず一つの問題点は、地域差であ
る。表４に見た通り、調査対象地域は後年にな
るにつれて地域が拡大していく。調査報告書の
中で、可能な限りで二大都市(東京・大阪)を対
象地域とすることとするが、とはいえ特に2002
年以降の調査に関しては、データの制約上、必
ずしもそれが果たされていない。
　第二の問題点は、調査項目の不整合である。
調査項目が毎回の調査について同じではなく、
また回答している対象者も必ずしも統一されて
おらず、同様の概念でも若干定義が変わってい
る場合もある。そのために、調査項目ごとの比
較も完全なものではない。
　このように、この空き家調査群を、空間的・

調査設計的な意味においてそもそも比較可能な
のかという問題もあるが（1）、本論文においては
それらの制約を踏まえて、比較をすることとし
たい。

Ⅲ．空き家はどう変わってきたか
Ⅲ.1．空き家の傾向
　では、空き家はどのように変わってきたのか。
まず確認しておくべきは、傾向的には居住水準
そのものは向上しているということである。居
住水準は、住宅の規模と設備水準によって表現
されることが多いように思われるが、ここでは
分かりやすく延べ床面積（2）で見てみたい。それ
が表５である。

(単位：％。各調査より筆者作成。1986年以降は借家全体の延べ床面積を対象としている
が、1980年はそれがないため除外した。民間借家のそれだけでは経年比較ができなかった
ため借家全体を掲げた。出典はそれぞれ、1986: 表2-26、1991: 表2-23、1998: 表3-25、2002: 
表3-51-b、2006: 表3-66、2010: 表4-111。)

表５　延べ床面積比較 

1986

1991

1998

2002

2006

2010

16 16 29 29 39 39 50 50

16  16 29  29 39  39 50  50  N 
1986  35 34.5 12.7 8.7 9.1 1266 
1991  30.9 17.6 19.3 10.2 22 615 
1998  14.2 23.5 20.3 15.1 27 790 
2002  8.6 12 21.8 23.5 34.1 898 
2006  7.7 35.8 20 22 14.6 651 
2010  3.1 33.1 21.5 11.8 30.4 414 
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　上記から分かる通り、16㎡以下の狭小住宅は
傾向的に減少している。また少なくとも、1986
年から2002年までは傾向的に延べ床面積が広く
なっていることが読み取れる。
　ただ見ておくべきは、客観的な面積のみなら
ず、建設省としてどのような空き家の類型化を
行っていたかということである。1980年調査・
1986年調査という最初の２回の調査では、空き
家を市場性と非市場性とに区分している。前者
は市場において売買・賃貸可能性があるため、
市場のメカニズムを持つものであるものに対し
て、後者は市場メカニズムの作動によっては対
処しがたいものとされている。着目すべきは、
非市場性空き家には、２つのサブカテゴリがあ
るということである。

　このことから非市場性空き家は更新または
土地利用転換を期して放置された空き家と、
低質なまま沈殿化しつつある零細なアパート
との２種が混在しているものとみられる(日
本住宅総合センター [1986: 58])。

　上記の引用の通り、そのサブカテゴリとは、
第一に「低質な」「零細なアパート」であり、
第二に住宅更新(建て替えもしくは増改築)もし
くは土地利用転換である。住宅更新を期してい
る場合、建て替えや増改築によって住宅の質が
向上する可能性が高いが、土地利用転換は住宅
でないものに転用する場合もあれば売却する可
能性もあるため、その意味において資産として
所有していると考えられる。
　このように考えると、空き家類型は、第一に
住宅の質が低いために空家となっているもの、
第二に住宅の質に関係なく資産として所有され
ている空家、第三に住宅の質が高いものの空家
となっているもの、という空き家の３つの類型
化が可能であるように思われる。そして既に確
認したとおり、絶対的狭小住宅については減少

しているため、第一のカテゴリは、一方では除
去・建て替えによって、他方では他のストック
の相対的上昇によって、縮小していったと想定
される。そこで次節以降は、第二・第三の類型
を中心に、これら類型がどのように変化してい
ったのかを確認していきたい。

Ⅲ.2．空き家の質が低い段階
　これを前提としつつ、簡単に時期区分を行い
たい。第一に、住宅の質が低いがゆえに、空き
家となっていると見なされていた段階である。
一般論として言えば、住宅の質が低いがゆえに
空き家となるのは当然のように思われるかもし
れない。しかし、なぜ質の低い住宅が、市場に
残存してしまうのかこそ問題である。
　1970年代から住宅調査によって指摘されてい
たことであるが(建設省・日本住宅公団[1970])、
低所得高齢者の一定数は、持家を持つに至らず、
かといってよりよい住宅(民間借家や公営住宅)
を選択することもできないがゆえに、当時の言
葉でいう「沈殿層」として低質・低家賃の民間
借家に住んでいた。このことは、需要の側とし
ての沈殿層と、供給の側としてのくいつぶし家
主とが、癒着していたことを示している。お互
いが、市場における需給メカニズムを受容しな
い／できないがゆえに、住宅は市場から撤退し
たとしてもストックそれ自体はなくせないこと
から、(全てではなくても空き室を有する)空き
家として存在することになる。第２回目の空き
家調査でも、この状況を裏付ける表現が出てく
る。

　貸家住宅市場にあっては新旧両住宅に二分
性の傾向がみられる。この結果、ユーザーで
ある若年世帯は、多くが新規賃貸住宅居住を
指向し、高齢単身世帯等、沈殿層とみられる
階層の多くが、中古貸家住宅に滞留する傾向
が生ずる。その結果、共同住宅にあっては、
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古い住宅ほど空き家が発生し、一部に移動の
しにくい階層が長期に居住することになる
(日本住宅総合センター [1986: 4])。

　引用からは、世代によって民間借家の選好が
異なることが示唆されている。つぶさに検討す
ることは難しいが、高齢者の８割以上は持家に
住んでいることから、低所得民間借家に住む高
齢者はそれほど量的にボリュームがあるわけで
はない。建て替えは住宅ごとに個別になされる
ことも考慮すれば、高齢者が死去したり施設に
入居したりして、民間借家総体で見れば、少し
ずつでも着実に、新築・良質な民間借家へと建
て替えがなされることが想定される。

Ⅲ.3．空き家の質が低くない段階
　時期区分の第二は、住宅の質が低くないのに、
空き家となっている段階である。空き家調査に
おいて、住宅の質の低さから空き家が生じてい
るわけではないとされるのが、第３回調査であ
る。第１回・第２回調査では、市場性空き家と
非市場性空き家と分けた上で、両者の住宅・住
環境スペックの典型を対比するという方法を採
用していたが、後者のスペック改善によって、
その区分が相対的に小さくなったためであろう。
　この報告書においては、住宅市場との関係か
ら空き家の整理がされている。つまり、好況不
況とは関係なく、あるいは市場にとっての合理
性からも相対的に別のロジックで供給されるが
ゆえに、住宅が過剰になるというメカニズムで
ある。もとよりファミリー向けの中規模の広さ
(50 ～ 70㎡ほど)を有する借家が日本では少ない
とかつてより批判されてきたが、1990年の時点
では、低金利による住宅ローンのアクセシビリ
ティの向上と、マンション供給に対して建築産
業が積極的になったことがあいまって、ファミ
リー向け中規模住宅の市場において、民間借家
とマンションとが競合していると指摘される。

　一方、もともと若年夫婦などをターゲット
に供給されてきたファミリー向けの借家は、
上記分譲マンションと競合する結果となり、
地価や住宅価格・貸付金利の大幅な低落にも
かかわらず、家賃相場がそれほど大きく下が
らなかったために割高となり、競争力を大き
く低下させることとなった(日本住宅総合セ
ンター [1998: 14])。

　先行研究においては、住宅の大量供給や税に
よる住宅供給効果についての指摘はあったもの
の、それがどのような住宅型の競合(この場合
は過剰)をもたらしたかまで踏み込んだ研究は
見られなかった。しかし上記報告書において確
認がされたように、ファミリー向け中規模住宅
に対して、民間借家と分譲マンションという住
宅型の競合により、当該市場における民間借家
の過剰＝空き家が増加していることが、示され
た。
　前節において、空き家を３つに類型化した。
そして、第三の住宅の質が高いにも関わらず空
き家になるのは、上記の通り、住宅階層の同一
階層内の重複が生じているからと回答可能であ
ろう。報告書では旺盛な新築住宅着工と持家市
場による借家市場の浸食とが並行して書かれて
いるものの(日本住宅総合センター [1998: 7])、
前者は空き家の量的規定にとっては重要である
が、後者のほうが空き家の類型にとって質的規
定性を有する。

Ⅳ．家主はどう変わったのか
Ⅳ.1．家主の諸属性はどう変わったのか
　前節では住宅の質および住宅型の重複につい
て検討したが、ここでは家主の属性と行動様式
を検討したい。くいつぶし経営がどれほど継続
し、どれほど変化したものであるかという点が
重要となろう。
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　家主の諸属性の指標として、年齢と職業を用
いる。収入を聞いているのが2010年版しかない
ため比較可能ではなく、収入も指標として繰り
込めないのは実証性の点で不十分であるが、今
後の課題としたい。
　第一に、年齢である。各調査から、民間借家
家主の年齢分布を作成した（3）。表６にある通り、
高齢層に偏っていることが分かる。かつ、時系
列的な比較をしてみると、40代と50代が比較的
減少傾向にあるのに対し、60代以上が高い割合
を保っていることが分かる（4）。
　第二に、職業である。第一と同様に、借家家
主の職業分布を作成した。ただ職業については、

年齢と違って、最初の３調査は民間借家ではな
く空き家全体の所有者を対象としているため、
厳密な比較としては不適切な比較であることに
留意されたい。表７にある通り、賃貸住宅経営
を専業にしている層は一定であるが、常用雇
用・自営業の割合が傾向的に減少し、その代わ
り無職の割合が増えている。これは表６のよう
に年齢層の傾向的上昇の反映であろうと思われ
る。
　収入まで含めて考えないことには、家主の諸
属性の変化を実証的に明らかにしたとは言い難
いが、その制限をいったん度外視するとして、
上記の２つの年齢と職業という指標から明らか

表６　家主の年齢 

(単位：％、各調査を基に筆者が作成。それぞれ、1986: 表2-3、1991: 表2-5、1998: 表
3-5、2002: 表3-6-b、2006: 表3-10、2010: 表4-10。1986年は民間借家の個人家主である
が、1991年以降は借家全体の個人家主である。1980年は設問にない。)

30  30  40  50  60  N 
1986 2 3.1 11.9 33.6 49.4 812 
1991 0 4.1 7.4 25.1 63.5 339 
1998 0 1.8 10.3 26.4 61.5 379 
2002 0.3 2.6 8.7 29.2 59.3 391 
2006 0.8 0 4.1 18.2 77 391 
2010 0 2.1 6.7 16 75.2 238 

(

30 30 40 50 60

1986 1991 1998 2002 2006 2010
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になるのは、どのようなことであろうか。
　第一に、賃貸住宅経営を専業で行っているも
のが一定存在し続けているということは、非く
いつぶし経営層が存在していると言える。なぜ
なら、くいつぶし経営は他の収入があることを
前提にしているため、専業だと回答している場
合にはそれに該当しないからである。第二に、
高齢層の増加と無職の増加は、労働市場から退
出して無職になっていると考えれば不自然では
ないが、とはいえそのような層は年金受給者で
あることが想定される。このため、ここからは
収入によるさらなる家主層の分化の仮説になる
が、家主が家賃収入以外で高所得である場合、
生活をするに足る所得はすでに獲得されている
から、家賃収入はプラスアルファであるため、

そもそもくいつぶし経営をする必要性がない。
他方、家主が家賃収入以外では低所得である場
合、生活をするに足る所得には十分でないから、
家賃収入が経済合理性に照らして想定以上に減
ったとしてもくいつぶし経営をする可能性があ
る（5）。

Ⅳ.2．くいつぶし経営は変わったのか
　そして次に考えるべきは、このような家主の
諸属性だけでなく、行動様式・意識である。
　第一に、家賃の動向である。既に見てきたよ
うに、延べ床面積が拡大傾向にある中で、市場
メカニズムにおいて処分可能性のある空き家も
また傾向的に増加していると思われる。その際、
もしくいつぶし経営が継続しているとしたら、

表７　家主の職業

(単位：％、各調査を基に筆者が作成。それぞれ、1986: 図2-4、1991: 図2-4、1998: 
図3-4、2002: 表3-9-b、2006: 表3-14、2010: 表4-14。1986年～ 1998年は全住宅の個人
家主であるが、2002年以降は民間借家の個人家主である。)

N 
1986 20.8 34.8 26.4 20 905 
1991 17.7 32.9 32.5 17 401 
1998 17.4 30.1 32.8 19.6 448 
2002 17 32.5 30.1 20.4 382 
2006 4.7 33.5 31.9 29.9 385 
2010 12.8 19.6 31.5 36.2 235 

1986

1991

1998

2002

2006

2010
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市場家賃からは乖離した家賃分布になっている
と思われる。それを検討したのが以下の表８で
ある。
　表８より、まず明らかに３万円以下の低家賃
住宅の割合が減っている。これは表５で見た通
り、絶対的狭小住宅が減少したことの反映であ
ろうと思われる。次に、それ以外の家賃帯は、
一貫した傾向が見られない。筆者の能力不足を
主たる理由として、これが(民間借家)市場の動
向とどの程度相関しているかは明らかにするこ
とができないが、一貫した傾向が見られないこ
とは、市場メカニズムとの関係のためではない
かと推測される。したがって、家賃から検討す
るに、くいつぶし経営をしているとは考えたが

たい層が大半と思われる。
　第二に、非募集の理由である。空き家所有者
に対して入居者の募集・非募集を聞いた上で、
非募集という回答のみ、非募集の理由を聞いて
いる。表９に示した通り、改善計画のために待
機しているという理由が、時期を経るにつれて
減っていることが分かる。また、資産保有とい
う回答が1998年以降は低下傾向にある。
　改善計画についての内訳は建て替えか増改築
か・住宅か非住宅かというカテゴリであるため、
基本的には土地活用を検討しているものである
から、改善計画のための待機が減っているとい
うことは、傾向的には住宅の質が向上している
ことも併せて考えれば、建て替えをしなくても

表８　募集家賃の推移 

(単位：％、各年度より筆者が作成した。それぞれ、1980;1986: 図2-12、1991: 図
2-34、1998: 表3-58、2002: 表3-85、2006: 表3-138、2010: 表4-192。すべての年度が借
家でかつ入居人募集中のものを対象としている。)

1980

1986

1991

1998

2002

2006

2010

3 5 7 10 10

3  5  7  10  10  N 
1980  79.3 13.5 4.6 2.6 0 1646 
1986  58.1 25.1 11.3 5.5 0 654 
1991  58.2 18.8 7.1 5.9 10 170 
1998  9.7 9.7 21.6 28.5 30.5 555 
2002  6.7 19.2 42.6 25.8 5.6 608 
2006  7.3 31.1 25.6 26.2 9.8 328 
2010  5.9 27.5 50.9 15.7 324 
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いいほどの住宅の質があるために改善計画を立
てる必要性が相対的に低下していると考えられ
る。資産保有についても、売却を考えている割
合が減っていることも、売却するのではなく現
行の住宅を継続的に活用することを想定してい
ると思われる。そのため、くいつぶし経営は相
対的に減少していると考えられる。
　他方で、2002年までは設問のカテゴリになか
った利用方法未定が増加している。その他・不
明・無回答は他の設問と同様に計算の上で除去
しているが、これについてはその他のカテゴリ
が多い年もあり、2002年・2006年については特
にそうであった。ここから、住宅の質が相対的
に悪いわけではないものの、かといって具体的
な活用方法が明らかになっているわけではない

という意味で、くいつぶし経営がある形におい
て継続しているものと思われる。
　第三に、空き家の原因である。1991年から
2006年までは、空き家所有者に空き家になって
いる原因を推測して選択肢から３つ選んでそれ
を順位付けするという設問がある。表10は、空
き家の原因として家主が答えているもので、第
１位になったもののみを集計した。
　狭小住宅が減っていることは、住宅の質その
ものが上がっているという事実に裏付けられて
のことであろう。老朽化には一定の割合がある
ように思われるが、これは客観的な基準に基づ
くものではなく、家主の主観を聞いていること
に留意すれば、全住宅に占める新築住宅の割合
が高いという日本的特徴(Andrews et al.[2011: 

 (単位：％。各調査より筆者が作成。それぞれ、1986: 表2-12、1991: 表2-41、1998: 表3-50、
2002: 表3-79-b、2006: 表3-118。1986年以降は民間借家の個人家主である。1980年および
2010年では当該カテゴリが登場しないため除外した。)

表９　非募集の理由

N 

1986 71 12.5 3.2 4.6 - 600 
1991 62.7 4.4 3.6 6.1 - 282 
1998 42.3 32.1 5.1 0 - 78 
2002 33.6 21.7 36.3 0 6.2 226 
2006 25 9.4 6.3 0 25 160 
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14])を踏まえて、相対的な老朽性であると評価
できる。他方、需給関係や空き家化後間もない
(新築でありながら空き家となっている)という
回答の割合が高いのは、住宅市場の動向との関
係から、自身の経営の位置づけを見定めている
ものと想定される。したがってここでも、くい
つぶし経営は傾向的に減少しているものと思わ
れる。

Ⅴ．結論
Ⅴ.1．明らかになったこととインプリケーション
　本論文においては、都市部民間借家の空き家
を中心的な研究対象として、建設省・国交省に
よる空家実態調査の過去７回の調査報告書を中
心的素材として、空き家がどのように存立し、

どのように変化しているかを明らかにした。先
行研究では、空き家の研究方法およびその位置
づけについて不十分であるように思われたため、
本論文では住宅政策研究のツールを用いて、空
き家を住宅階層論とくいつぶし経営から理解し
ようと努めた。
　結論としては、次のようになろう。まず住宅
そのものから見た空き家の理解である。初期の
調査においては、空き家は３つに類型化されて
いた。低質であるがゆえに空き家となっている
もの、質とは相対的に関わりなく資産保有的住
宅のために空家となっているもの、低質ではな
いながらも空家となっているもの、という類型
がそれである。第三回の調査において、旺盛な
新築住宅着工と分譲マンションによる中規模民

(単位：％、各調査より筆者が作成。それぞれ、1991: 図2-33、1998: 表3-54、2002: 表3-83-a、2006: 
表3-131。すべて全住宅を対象にしている。なお、回答の選択肢が多いため、「需要減」と「家賃
等が高い」を「需給関係」に、「不十分な設備」と「遮音性が悪い」を「建物特性」に、「日照条
件」と「利便性の問題」と「住環境がよくない」を「環境特性」に、それぞれ分類した。建物特
性と環境特性という概念については、第１回・第２回における住宅そのもののスペックと住環境
という報告書上の区分に基づいている。)

表10　空き家の原因

N 
1991 23.2 22.4 11.4 5.2 5.5 4.1 272 
1998 7.1 29.9 21.9 5.9 8 10.8 589 
2002 8.3 35.1 25.9 14.9 2.4 7.9 636 
2006 4.5 9.7 17.3 17 5 6 381 

1991 1998 2002 2006
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間借家との競合とによって空き家が増加してい
るという指摘がなされたが、傾向的に次のよう
に空き家が変わってきた。すなわち、延べ床面
積で見れば傾向的に住宅の質は上昇したため、
第一の類型は相対的に減少した。第二に、非募
集住宅の理由の中で資産保有していずれ売却す
るという選択肢の割合が減ったことから、資産
保有的住宅としての空き家も相対的に減少した。
しかし第三に、住宅階層における特定階層の住
宅型の重複によって生じた空き家は、相対的に
増大していると想定される。
　次に、家主から見た住宅供給・管理の理解で
ある。まず諸属性から見れば、年齢や職業だけ
では、高齢者によっているために年金生活者含
む無職の割合が高く、世帯類型も一貫した傾向
が見られなかったこともあいまって、くいつぶ
し経営が議論されていた時期から明確に家主の
諸属性が変化したとは言い難い。次に行動様式
から見ると、募集家賃は狭小住宅の減少に沿っ
て安価な家賃が減っているが、それ以外には一
貫した傾向が見られない。また非募集住宅の理
由については改善計画のための待機という回答
が減少し、空き家の原因としては(家主の主観
として)狭小が減少し、需給関係が増えていた。
非募集の理由に利用方法未定が増えている点に
は留意が必要ではあるものの、傾向的にはくい
つぶし経営が相対的に減少したと理解できよう。
　すでに確認したとおり、過去８回にわたる空
き家調査は、対象地域の傾向的拡大という意味
においても、設問あるいは回答が変化している
という調査設計という意味においても、必ずし
も比較可能性があるとは言い難い素材である。
ただ、政策的に空き家活用が強調されるように
なり、ジャーナリスティックにも興味深い議論
が蓄積されている中で、今後空き家についてア
カデミックな議論が本格化していくであろうと
いうタイミングにあって、本研究の意義はけっ
して少なくない。

　では、本論文の意義やインプリケーションは
どこにあるだろうか。本論文の意義は、第一に、
素材の新規性である。先行研究においては、空
き家調査の時系列的比較を行ったものは、管見
の限り存在しない。これは空き家の地域差とい
う空間軸だけでなく、空き家(調査)の経緯・変
化という時間軸を挿入したという意味を持つ。
空き家調査という素材の持つ魅力を、限界も意
識しつつ、引き出そうと試みたが、それがどこ
まで成功しているかは心もとない。ただ、空き
家についての生産的な議論を行っていく上で、
空き家関連政策の主たる政策主体であるところ
の建設省・国土交通省の調査を調べた意義は留
意されてよい。
　本論文の意義の第二は、この素材を用いた結
果明らかとなった以下のようなことである。初
期の調査においては３類型として把握されてい
た空き家は、時代を経るにつれて、量的な拡大
ばかりでなく質的変容を遂げている。その質的
変容をどのように捉えるかはいったんおくにし
ても、低質な住宅が減少したこと、資産保有的
住宅所有が減少したこと、住宅階層の特定階層
内における型の重複が生じたことを、空き家調
査から明らかにした。このうち、住宅型の重複
については、住宅階層という理論によってより
発展可能性を有するものと思われる。また、く
いつぶし経営を理論的背景として、家主につい
ても、諸属性は変化しているわけではないが、
行動様式や経営意識については、少なくともく
いつぶし経営が維持されているようには思われ
ず、傾向的には減少しているように見受けられ
る。
　本論文の意義の第三は、住宅階層論およびく
いつぶし経営という住宅政策研究のツールを用
いたことである。もとより、住宅政策研究とし
て空き家研究を位置づけてよいかには一定の留
意が必要であろうが、住宅政策研究の既存の蓄
積との接続を可能とした。そして同時に、次の
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ような政策的インプリケーションをもたらすで
あろう。すなわち、空き家活用あるいは空き家
対策と呼ばれるときの活用方法が一義的ではな
いということである。
　狭小住宅は減少しているものの、すでにこれ
については―きわめて消極的であるが―空
き家特措法が存在する。しかし、空き家の類型
としてはこれだけに留まらない。例えば住宅の
型の重複については、質が悪いわけではないの
に今後も生じていくことから、なぜそのような
重複が生じるのかについての調査・研究がなさ
れた上で、しかるべき住宅市場あるいは住宅関
連税制への介入が必要であろう。また税制優遇
などとも深く関わるが、家主の諸属性・行動様
式を踏まえた政策が必要である。本論文では明
確に家主像が変容したとは言い難いが、少なく
ともくいつぶし経営が減っているがゆえに、こ
れまでなされてきたような建て替えへの誘導や
特定の小地域を対象とする再開発などの手法が
適切であるのか、検討する必要があろう。

Ⅴ.2．今後の課題
　上記のように、本論文は試論的色合いが強い
が、下記のような課題を有している。第一に、
空き家調査のアクセシビリティと方法的一貫性
である。前提として、空き家が正確に何件ある
のか、どのような状態で空き家として存在して
いるのかを、行政の仕組みとして捕捉可能にす
べきだと思われる（6）。まず空き家調査について
は、個人情報について適切に処理された状態で

個票単位で公開され、研究者はじめ誰にとって
も二次分析が可能な状態にすべきものと思われ
る。次に、地理的範囲や空き家の原因について、
一貫した調査を行う必要があり、これをするこ
とで少なくとも比較可能性そのものは高められ
る。
　第二に、実証性の検討である。既に見た素材
の問題をいったん度外視したとしても、本論文
における実証性は高いと言える水準にはない。
例えば家賃の動向については、民間借家の家賃
もしくは分譲マンションの価格などとの関連を
検討する必要がある。現時点でアクセシビリテ
ィが担保されているデータを用いて、より実証
的な質を高めることは可能であろう。その際、
どの領野に接続するのかも、充分に留意されて
よい。実際、第２回の報告書では(日本住宅総
合センター [1986: 66])、空き家を住宅市場の中
で位置づけるのか、あるいは空き家を土地活用
の一形態(の帰結)として位置付けるのかなど、
どこを対象とした上での空き家なのかという問
いが提起されている。
　第三に、住宅政策研究への課題である。いっ
たん実証性をわきにおくにすれば、住宅階層論
や家主の類型化は、住宅市場のある形での捉え
方を示しており、それは当然、住宅政策を検
討・実施する上でも、重要な視点だと思われる。
あるいは税制優遇による政策的効果を踏まえた
住宅階層論が必要になろうし、住宅市場の動向
と家主の行動様式との連関の視点も、政策的に
は重要であろう。

付記

　本論文の執筆に際して、打越文弥氏(東京大学人文社会系研究科社会学専門分野博士後期課程)より貴重なコメ

ントをいただきました。記して感謝を申し上げます。
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註

 1．第一・第二に比して調査設計そのものの問題ではないが、供給主体の区別も考慮されてよい。本論文では、

くいつぶし経営を理論的背景とするため、民間個人の家主を(も)対象とする。しかし、「民間個人家主」概念

を厳密に捕捉するのは困難である。いずれの調査においても、空き家の所有者で多いのは「民間個人」であ

り、その次が「民間法人」である。これは、いずれの調査においても空き家の内訳で多いのが民間借家であ

るため、それを反映してのことであろう。ただ調査報告書においても指摘されているように(日本住宅総合

センター [1998: 22])、個人の所有者であっても、税制優遇などを理由として法人企業になるという「法人成

り」の問題があるため、民間法人家主の中には、建築業者・不動産業者によるものもあれば、個人家主の法

人成りも含まれる点には、留意が必要と思われる。

 2．ここで面積の最小規模が16㎡であるのは、16㎡が最低居住水準の面積となっているからである。また本文

には掲載していないが、居住水準を直接尋ねているものがあり、最低居住水準未満以下の住宅は減少してい

る。ただ、「利用不能」「利用不適」という概念を用いて(最低居住水準未満住宅と機能的等価と評価しうる)

いるため、面積だけの比較ではないので、ここでは延べ床面積を用いた。

 3．以下において重複して述べることはしないが、各図表を作成する際に「不明」や「無回答」の回答は除い

て作成している。不明や無回答という回答まで含めて解釈すると、合理的な説明が困難になると思われるた

めである。

 4．これは、母数が住宅１世帯分当たりではなくて家主１人当たりについてであるため、１人で何戸も経営し

ている場合は除外されている。少なくとも報告書にはそれが記載されていない。ただ2010年調査のみ、１人

あたり空き家以外に持っている住宅戸数が設問にあることから、調査主体自体がこのことに気づいていない

わけではない。

 5．なお、家主については世帯類型も聞いている。ただ世帯類型の経年比較を分析しても、傾向性は見られな

かった。したがって世帯類型とくいつぶし経営の関係には言及することができない。

 6．本論文では検討しなかったが、近年空き家および所有者不明土地についての研究が蓄積されつつある。こ

こで制度的要因の一つのみを取り上げると、土地台帳と不動産登記簿を統合したことから生じた、土地と所

有者をタグ付けするデータベースの不在である(吉原[2017])。
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